
 

 

諮問第69号の答申 

鉄道車両等生産動態統計調査の変更について（案） 

 

本委員会は、諮問第69号による鉄道車両等生産動態統計調査の変更について審議した

結果、下記のとおり結論を得たので、答申する。 

 

記 

 

１ 本調査計画の変更 

（１）承認の適否 

平成26年７月11日付け国総情政第81号により国土交通大臣から申請された「基幹

統計調査の変更について（申請）」（以下「本申請」という。）について審査した

結果、以下のとおり、統計法（平成19年法律第53号）第10条各号の各要件のいずれ

にも適合しているため、「鉄道車両等生産動態統計調査」（基幹統計調査）（以下

「本調査」という。）の変更を承認して差し支えない。 

ただし、以下の「（２）理由等」で指摘した事項については、計画の修正が必要

である。 

 

（２）理由等 

  ア 調査対象の選定方法の変更 

本調査の調査対象の選定方法について、本申請では、従来の地方運輸局が行う

ヒアリング等に加え、新たに経済センサス-活動調査（総務省及び経済産業省が

所管する基幹統計調査）の結果に基づく産業分類情報を活用する計画である。 

これについては、前回の本調査に係る本委員会の答申（諮問第10号の答申「造

船造機統計調査及び鉄道車両等生産動態統計調査の改正について」（平成20年12

月22日付け府統委第140号）。以下「前回答申」という。）の「今後の課題」に

おいて、調査対象事業所の把握を十全に行う観点から、現行の地方運輸局のヒア

リング等による把握方法の妥当性について検討することが求められていることを

踏まえ、全産業を網羅的に把握する経済センサス-活動調査の結果を活用し母集

団情報の整備を図り、調査対象事業所を選定する方法を変更するものである。 

上記変更は、母集団情報の整備に当たって基本的には経済センサスの結果を活

用するという考えに沿うものであり、また、我が国における鉄道車両等の生産動

態の適切な把握に資するものであることから、適当である。 

ただし、母集団情報の整備に伴い、調査対象事業所の中には、表１のとおり、

増加する業態があることから、本調査結果の公表の際には、母集団情報の変更が

あった旨の注意書きを付す等により統計利用者の誤解を招かないよう適切な対応

を行うことが必要であることを指摘する。 

 

資料３ 

 

 



 

表１  調査計画変更前後における調査対象事業所数の比較 

（単位：事業所） 

調査対象となる業態 変更前 変更後 

鉄道車両（新造） 11 12  

鉄道車両（改造・修理） 10 32  

鉄道車両部品 49 127  

鉄道信号保安装置 22 29  

索道搬器運行装置 ２ ７ 

計 94 207 

 

  イ 調査対象の範囲の変更 

    本調査の調査対象の範囲について、本申請では、表２のとおり、従前の一律

「常時10人以上の従業員を使用する事業所」から、経済センサス-活動調査の結

果に基づく産業分類情報を活用し、「全ての事業所」、「常時30人以上の従業員

を使用する事業所」又は「常時50人以上の従業員を使用する事業所」と、調査対

象事業所の範囲や規模の見直しを行うことを計画している。 

 

表２   調査計画変更前後における調査対象事業所の範囲の比較 

調査対象となる業態 変更前 変更後 

鉄道車両（新造） 鉄道車両（新造）を常時

10人以上の従業員を使用

し、製造する事業所 

鉄道車両に係る品目の製造

を行う事業所であって、日

本標準産業分類に掲げる細

分類「鉄道車両製造業」等

に属し、鉄道車両生産（新

造）を行う全ての事業所 

鉄道車両（改造・修理） 鉄道車両（改造・修理）

を常時10人以上の従業員

を使用し、製造する事業

所 

鉄道車両に係る品目の製造

を行う事業所であって、日

本標準産業分類に掲げる細

分類「鉄道車両製造業」等

に属し、鉄道車両生産（改

造・修理）を行う事業所の

うち、常時30人以上の従業

員を使用する事業所 

鉄道車両部品 鉄道車両部品を常時10人

以上の従業員を使用し、

製造する事業所 

鉄道車両部品に係る品目の

製造を行う事業所であっ

て、日本標準産業分類に掲

げる細分類「鉄道車両用部

分品製造業」に属する事業

所のうち、常時30人以上の

従業員を使用する事業所 

 

 



鉄道信号保安装置 鉄道信号保安装置を常時

10人以上の従業員を使用

し、製造する事業所 

鉄道信号保安装置に係る品

目の製造を行う事業所であ

って、日本標準産業分類に

掲げる細分類「交通信号保

安装置製造業」等に属する

事業所のうち、常時50人以

上の従業員を使用する事業

所 

索道搬器運行装置 索道搬器運行装置を常時

10人以上の従業員を使用

し、製造する事業所 

索道搬器運行装置に係る品目

の製造を行う事業所であっ

て、日本標準産業分類に掲げ

る細分類「物流運搬設備製造

業」等に属する全ての事業所 

 

これについては、前回答申の「今後の課題」において、調査対象を「常時10人

以上の従業員を使用する事業所」としていることの妥当性について統計需要及び

報告者負担の両面から検討することが求められていることを踏まえ、母集団情報

の整備に合わせ、鉄道車両等を製造する業態に即し、調査対象の範囲を変更する

ものである。 

これにより、調査対象事業所の中には、表１のとおり、増加する業態があるも

のの、調査対象の範囲の明確化とともに、以下のとおり、本調査の結果精度の確

保・向上を図り、統計利用者のニーズに応えるものであり、また、国土交通省は

報告者の理解と協力を得るためより一層丁寧な対応を行うこととしていることか

ら、適当である。 

① 鉄道車両等の生産動態を適切に捉え、適正な数値の作成が可能となり、デ

ータの有用性は向上するものと考えられること。 

② 国土交通省において、予想されるデータの断層について、鉱工業指数作成

部局等統計利用者との調整を図るとともに、公表に当たって混乱等生じない

よう十分に説明を行うこととしていること。 

③ 国土交通省は、新たに調査対象となる事業所に対し、本調査に対する理解

と協力を得るため、文書や電話による依頼を含め、様々な形でより一層丁寧

な対応を行うこととしていること。 

ただし、調査対象事業所の増加に伴い、実査段階において調査票回収に係る督

促等の業務負担の増加が想定されることから、国土交通省はこれに留意した十分

な準備と対応が必要であることを指摘する。 

 

  ウ 調査事項の変更 

本調査の調査事項について、本申請では、図１及び図２のとおり、鉄道車両の

需要先が「ＪＲ」又は「民需」である場合や、鉄道車両部品等の納入先が「ＪＲ」

又は「民鉄等」である場合のうち、需要先又は納入先が公的活動 （注１） を行う機

関である場合の実態を把握するため、「公的機関」の区分を新たに追加すること

 

 



を計画している。 

（注１）平成 23年（ 2011年）産業連関表作成基本要綱（平成 24年９月 28日産業連関部局長会議決定）に

おいて、公的活動とは、国の行政機関、地方公共団体、独立行政法人及び特殊法人等が行う活

動のうち、政府による所有又は支配がある産業に該当する活動とされている。同要綱において、

北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社、九州旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式

会社及び東京地下鉄株式会社の活動は公的活動として格付されることとなった。 

 

図１ 鉄道車両生産（新造）調査票及び鉄道車両生産（改造・修理）調査票 

【変更前】                  【変更後】 

 

 

 

 

 

 
 
 

図２    鉄道車両部品及び鉄道信号保安装置生産調査票 

【変更前】 【変更後】 

 

 

 

 
 

 

 

これについては、「平成23年（2011年）産業連関表作成基本要綱」（平成24年

９月28日産業連関部局長会議決定）における公的部門の分類格付けの見直し等を

背景とし、調査事項を追加するものであり、これにより、鉄道車両等のより正確

な産出構造の把握に資することから、適当である。 

ただし、「公的機関」の把握について、報告者の記入漏れの防止策を図るとと

もに、結果精度の確保・向上を図る観点から、図３及び図４のとおり、「公的機

関」の名称を国民経済計算で使用されており、また、報告者にとっても分かりや

すい「公的企業」に変更した上で、「公的企業」の区分に加え「公的企業以外」

の区分も設けて併せて把握する必要があることを指摘する。 

さらに、需要先の区分（選択肢）が「民需」、「納入先」の区分が「民鉄等」

と異なっており、図３のとおり、報告者や統計利用者が混乱しないように「民鉄

等」に統一する必要があることを指摘する。 

  

 

 

１．ＪＲ　２．民需　３．輸出

　　　　公的機関　□

需　　　要　　　先索引番号

４．車両又は部品メーカー（鉄道車両部品のみ記入）

１．ＪＲ

２．民鉄等

　　　　　　　　　　□　公的機関（JR・民鉄等のうち）

３．輸出

出　　　　　　　　　荷

索引番号
納　　入　　先

需　　　要　　　先索引番号

１．ＪＲ　２．民需　３．輸出

出　　　　　　　　　荷

２．民鉄等（ＪＲを除く）

３．輸出

索引番号

４．車両又は部品メーカー（鉄道車両部品のみ記入）

納　　入　　先

１．ＪＲ



 

図３ 鉄道車両生産（新造）調査票及び鉄道車両生産（改造・修理）調査票 

【申請案】             【統計委員会修正案】 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 鉄道車両部品及び鉄道信号保安装置生産調査票 

【申請案】 【統計委員会修正案】 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

２ 前回答申における今後の課題への対応について 

本調査については、前回答申において「今後の課題」として、生産に長期間を要す

る鉄道車両（新造）については、鉱工業指数の算出等の基礎資料として、生産活動の

進捗状況を的確に把握することが必要であるとして、仕掛品在庫、完成品在庫等を把

握することの可否及び現行の調査事項の「手持」 （注２） を「受注残」に改めることに

ついて検討することが指摘されている。 

（注２）「鉄道車両生産（新造）調査票」（月次調査）では、「受注」（当該事業所において受注したもの）、

「生産」（工場内で完成し、完成検査を行ったもの）及び「月末手持」（受注したもののまだ生産され

ていないもの）を調査している。  
 

  これについては、以下の理由から、引き続き現行どおりの調査を実施することと

し、生産活動の進捗状況の把握に必要な情報の報告を新たに求めないことが適当で

ある。 

①  国土交通省が実施した現行の鉄道車両生産（新造）の全ての調査対象事業所

（11事業所）に対する仕掛品在庫等の把握可能性に関するヒアリング結果から、次

のことが明らかになったこと。 

ⅰ）事業所において仕掛品は受注単位で把握している （注３） ため、本調査における

報告単位である車両数及び車種別の金額ベースでの把握を求めた場合には、事業

所に多大な負担がかかること。 

ⅱ）仕掛品等の報告を事業所に求めることは、製造原価等のコスト情報の開示につ

ながるとして事業所が難色を示していること。 

 

 

４．車両又は部品メーカー（鉄道車両部品のみ記入）

１．ＪＲ

２．民鉄等

　　　　　　　　　　□　公的機関（JR・民鉄等のうち）

３．輸出

出　　　　　　　　　荷

索引番号
納　　入　　先

１．ＪＲ　２．民需　３．輸出

　　　　公的機関　□

需　　　要　　　先索引番号 索引番号 需　　　要　　　先

１．ＪＲ　２．民鉄等　３．輸出

　　　　　　　公的企業　　　　□
　　　　 　　 公的企業以外　□

２．ＪＲ（公的企業以外）

出　　　　　　　　　荷

索引番号
納　　入　　先

４．民鉄等（公的企業以外）

５．輸出

１．ＪＲ（公的企業）

３．民鉄等（公的企業）

６．車両又は部品メーカー（鉄道車両部品のみ記入）



ⅲ）財務諸表等において記載されている仕掛品の金額は、事業所によって概念や把

握方法が異なっていること。 

（注３）複数編成を受注した場合は、当該複数編成を一括で把握するケースや１編成ごとに把握するケ

ースなどがある。  
 

② 仕掛品等の把握は、調査事項の「手持」の概念を、従来の対外的な取引関係に

基づく売上げからコスト情報を明らかにする原価を把握するものに変更するもの

であり、その把握可能性及び報告者負担の観点からの概念整理が必要であること。 

③ 仮に概念整理が可能となり、当該整理に沿った報告を報告者に求めたとしても、

報告者にとってかなりの負担となることや、コスト情報の開示につながるおそれ

があり調査への協力が得られにくいこと。 

また、現行の調査事項である「手持」の名称については、報告者である鉄道車両

メーカー等において、「手持」よりも「受注残」の名称の方が一般的に使用されて

いることを踏まえ、報告者の利便性等に配慮する観点から、図５から図７までのと

おり、概念を変えずに「手持」を「受注残」に変更することが必要であることを指

摘する。 

 

図５  鉄道車両生産（新造）調査票 

【申請案】 【統計委員会修正案】 

 

 

 

 

 

図６ 鉄道車両生産（改造・修理）調査票 

【申請案】 【統計委員会修正案】 

 

 

 

 

 

図７ 索道搬器運行装置生産調査票 

【申請案】 【統計委員会修正案】 

 

 

 

 

  

 

 

金　　額　（千円）
索引番号

月　　　　末　　　　手　　　　持

車　両　数

月　　　　末　　　　受　　　　注　　　　残

索引番号
車　両　数 金　　額　（千円）

期　　　　末　　　　手　　　　持

車　両　数 金　　額　（千円）
索引番号

期　　　　末　　　　受　　　　注　　　　残

索引番号
車　両　数 金　　額　（千円）

索引番号

期　　末　　手　　持

数　　量 金　　額　（千円）
索引番号

期　　末　　受　　注　　残

数　　量 金　　額　（千円）



 

３ オンライン調査の推進 

  オンライン調査については、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成26年

３月25日閣議決定。以下「第Ⅱ期基本計画」という。）において、統計調査の実施計

画を企画する際、オンライン調査を導入している調査はオンラインによる回収率の向

上方策について事前に検討することが指摘されている。 

また、オンライン調査については、報告者負担の軽減や利便性の向上、正確な統計

作成など多くのメリットがあり、また、本調査において、調査対象の選定方法の見直

しによって従前よりも報告者数が増加していることや、第Ⅱ期基本計画における指摘

事項をも踏まえ、オンライン調査の推進にこれまで以上に取り組むことが求められて

いるものと考える。 

本調査は、郵送調査、オンライン調査及びファクシミリ調査（郵送により調査票を

配布し、ファクシミリにより回収（報告者が送信））によって実施されており、この

うちオンライン調査の利用率は18％弱と一定の利用状況がみられるが、報告者が製造

業者であることや、本調査の実施周期が月次又は四半期ごとと調査対象事業所に対し

反復継続的な形で実施されているものであることを考慮すれば、更なる利用率の向上

を図る余地があるものと認められる。 

こうしたことを踏まえ、国土交通省は、以下のとおり、可能な限りの取組を行うこ

ととしており、これらの取組はオンライン利用率の向上に資するものと考えられるこ

とから、適当である。 

① 国土交通省のホームページ（以下「HP」という。）に本調査への協力依頼を掲載

する際に、オンラインによる回答が可能である旨も併せて掲載する。 

② 調査票記入要領の表紙の見やすい位置にオンラインによる調査票の提出が可能で

ある旨を明記する。 

③ オンラインによる調査票提出が可能である旨の周知資料を別途作成し、調査票を

郵送する際に同封する。 

④ 国土交通省のHPから調査票のダウンロードを可能とし、これを電子メールで提出

できるようにする。 

⑤ 調査対象事業所のメールアドレスを可能な範囲で把握し、それぞれのメールアド

レスに毎月調査票を送付し、各事業所が電子メールで折り返し調査票を提出できる

ようにする。各事業所に送付する調査票は、当該事業所の前月分の回答をプレプリ

ントする。 

⑥ 関係団体に対し、所属する会員（事業所）へのオンライン調査協力の呼びかけを

行ってもらうよう依頼する。 

 

 

 

 


